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(9)周産期医療 

①第６次愛媛県地域保健医療計画の進捗及び評価 

本県では、第６次愛媛県地域保健医療計画に基づき、総合周産期母子医療センター及び東

予・中予・南予の地域周産期母子医療センター５か所を中心に、その他の地域周産期医療関

連施設との協力連携を図るほか、県周産期医療協議会等において関係者が協議を行い、地域

の実情に即し、限られた資源を有効に生かしながら、周産期医療体制の整備、維持を図って

きました。 

また、第６次計画の期間中は、総合周産期母子医療センターにおけるＭＦＩＣＵの病床整

備や新生児搬送用救急車「あいあい号」の更新のほか、小児科・産科医が不足している東予・

南予を中心に寄附講座「地域小児・周産期学講座」を設置するなど、周産期医療の充実に努

めてきました。 

こうした周産期医療に携わる医療従事者をはじめ関係者の不断の努力により、安全で安心

できる医療の提供が可能となっている状況であり、乳児死亡率等母子保健指標は全国上位の

水準にありますが、分娩を取り扱う施設が減少する中、ハイリスク妊産婦の割合は増加傾向

にあることから、周産期医療の更なる充実に向けて、地域の実情に即し、限られた資源を有

効に生かしながら、災害時等を含め、総合周産期母子医療センター、地域周産期母子医療セ

ンター並びにその他の地域における周産期医療に関連する病院、診療所及び助産所相互の機

能分担と連携により、今後の周産期医療体制の維持と強化を図る必要があります。 

 

〔第６次愛媛県地域保健医療計画 周産期医療 数値目標〕 

指  標 
第６次計画時点 最新値 

出典 評価 
国 県 目標値 国 県 時点 

乳児死亡率 2.3 1.1 1.1 2.0 1.6 H28 
人口動態

統計 
△ 

新生児死亡率 1.1 0.4 0.4 0.9 0.2 H28 
人口動態

統計 
◎ 

周産期死亡率 4.1 4.7 4.1 3.6 3.1 H28 
人口動態

統計 
◎ 

妊産婦死亡率 3.8 8.6 3.8 3.4 0.0 H28 
人口動態

統計 
◎ 

死産率※ 23.9 29.1 23.9 21.0 24.1 H28 
人口動態

統計 
○ 

産科医及び産

婦人科医の数

（人口 10 万当

たり） 

8.7 9.2 9.2 9.3 8.8 H28 

医師・歯科

医師・薬剤

師調査 

△ 

分娩取扱施設

に勤務する産

科医及び産婦

人科医の数 

7,390.2 85.4  8,586.4 94.1 H26 

医療施設

調査（静態

調査） 

 

助産師数 29,672 290  23,181.3 205 H26 
衛生行政

報告例 
 

分娩を取り扱

う産科又は産

婦人科病院数 

1,126 13 13 1,055 12 H29 
県独自調

査 
△ 
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分娩を取り扱

う産科又は産

婦人科診療所

数 

1,441 24 24 1,308 18 H29 
県独自調

査 
△ 

分娩を取り扱

う助産所数 
― 3 3 ― 2 H29 

県独自調

査 
△ 

ＮＩＣＵを有

する病院数 
265 6 6 330 6 H26 

医療施設

調査（静態

調査） 

◎ 

ＮＩＣＵを有

する病院の病

床数 

2,310 49 49 3,052 42 H26 

医療施設

調査（静態

調査） 

△ 

ＭＦＩＣＵを

有する病院数 
77 1 1 110 1 H26 

医療施設

調査（静態

調査） 

◎ 

ＭＦＩＣＵを

有する病院の

病床数 

512 6 6 715 9 H26 

医療施設

調査（静態

調査） 

◎ 

ハイリスク分

娩管理加算届

出医療機関数 

704 9 9 705 7 H28 
診療報酬

施設基準 
△ 

出生率 8.3 8.0  7.8 7.3 H28 
人口動態

統計 
 

合計特殊出生

率 
1.39 1.51  1.4 1.5 H28 

人口動態

統計 
 

低体重児出生

率 
9.6 9.4  9.4 8.6 H28 

人口動態

統計 
 

乳幼児死亡数 3,622 21  1,928 16 H28 
人口動態

統計 
 

身体障害者手

帳交付数（18

歳未満） 

107,296 658  2,212 1,039 H27 
福祉行政

報告例 
 

産後訪問指導

を受けた割合 
60.8 59.9  297.2 213.3 H26 

地域保健

健康増進

事業報告 

 

分娩数（帝王切

開 件 数 を 含

む。）（平成 26

年 9月中） 

90,418 1,096  85,216 1,028 H26 

医療施設

調査（静態

調査） 

 

ＮＩＣＵ入室

児数（平成 26

年 9月中） 

57,508 840  68,838 1,019 H26 

医療施設

調査（静態

調査） 

 

  ※出産千人あたりの死産数(妊娠満12週以後の死児の出産) 

【評価】◎：目標値に達している、○：目標値には達していないが改善に向け推移している、△：改善がみられない、－：評価できない 

 

②概況 

▼人口動態統計による母子保健指標 

・本県の出生数は、平成18年に 11,752 人でしたが、平成28年には 9,911 人と10年間で約

15％減少しています。また、出生率（人口千人当たりの出生数）は、平成18年に 8.1（全

国 8.7）でしたが、平成 28 年には 7.3（全国 7.8）に減少するなど、全国平均を下回って

います。 
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平成 28年の本県の二次医療圏別の分娩数は、松山圏域が最も多く県内の５割を占めており、

県内平均では１病床当たりの分娩数は20件、１分娩機関当たりの分娩数は352件でした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宇摩 376 18 21 1 376
新居浜・西条 1,916 97 20 7 274
今治 1,192 83 14 4 298
松山 5,347 222 24 11 486
八幡浜・大洲 816 43 19 3 272
宇和島 924 66 14 4 231

（平成29年度愛媛県周産期医療関係調査）

圏域名 分娩数(件)
産科病床数

(床)
1病床あたりの
分娩数(件)

1分娩取扱施設
あたりの分娩

数(件)

県内二次医療圏における分娩の状況

分娩取扱
施設数(施設)
※回答有の施設のみ

計 10,571 529 20 30 352

19,721 

14,612 
13,849 

13,207 

11,528 11,752 11,753 11,561 11,507 11,427 11,329 11,130 10,696 10,399 
10,146 9,911 
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17,000

19,000

S55 H2 H7 H12 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

愛媛県における出生数の推移

18.8 

13.6 

10.0 

9.6 9.5 

8.4 
8.7 8.6 8.7 

8.5 
8.5 8.3 8.2 8.2 8.0 8.0 7.8 

16.1 

13.1 

9.7 
9.2 8.9 

7.9 
8.1 8.1 

8.1 8.1 8.0 8.0 7.9 7.7 7.5 7.4 7.3 

2.13 

1.75 

1.54 

1.42 

1.36 

1.26 

1.32 1.34 

1.37 1.37 
1.39 1.39 

1.41 
1.43 1.42 1.45 1.44 

2.02
1.79 

1.60 

1.53 

1.45 
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1.40 1.40 

1.41 
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出生率（人口千対）及び合計特殊出生率の推移

出生率（全国）

出生率（愛媛）

合計特殊出生率（全国）

合計特殊出生率（愛媛）

※合計特殊出生率…１年間における15～49歳の女性の各年齢の出生率の合計 
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・出生時体重 2,500ｇ未満の低出生体重児数については、本県では、出生数全体が減少して

いる中、800 人から 900 人の間を横ばいで推移しており、低出生体重児出生率（出生千人

あたりの低出生体重児数）は、全国平均は下回っているものの85～95の間で推移していま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・本県の乳児死亡率（出生千人当たりの生後１歳未満の死亡数）は、昭和55年には7.8（全

国 7.5）と全国平均を上回る状況でしたが、県立中央病院に周産期センターが設置された

平成２年以降減少傾向が続き、平成 18年と平成20年には 1.4、平成 23年は 1.1と、とも

に全国最小となり、平成28年は全国で４番目に低い1.6（全国2.0）となるなど、ほぼ全

国平均を下回る状態が続いています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

西暦表記となっている。 

1,368 

946 

883 

983 

1,049 

1,046 

1,096 

1,080 
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1,038 

1,062 

961 958 
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56.7 
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低出生体重児数と低出生体重児出生率（出生千対）の推移
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乳児死亡数と乳児死亡率（出生千対）の推移

乳児死亡数（愛媛県）

乳児死亡率(全国)

乳児死亡率(愛媛県)
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・本県の新生児死亡率（出生千人当たりの生後４週未満の死亡数）は、昭和 55年には 5.3（全

国 4.9）と全国平均を上回る状況でしたが、乳児死亡率と同様、県立中央病院に周産期セ

ンターが設置された平成２年以降減少傾向が続き、平成18年には全国最小の0.5、平成 28

年にも全国最小の0.2（全国 0.9）になるなど、ほぼ全国平均を下回る状態が続いています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・本県の周産期死亡率（出産千人あたりの周産期死亡数）は、昭和55年以降、全国平均を下

回っており、平成２年以降は更に減少傾向が続き、平成28年には、全国で10番目に低い

3.1（全国 3.6）になるなど、おおむね全国平均を下回っている状況です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

西暦表記となっている。 

西暦表記となっている。 
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・本県の妊産婦死亡数（妊娠中又は妊娠終了後満42日未満の死亡数）は、平成元年に４人で

したが、平成11年以降は、平成16年、平成20年、平成23年、平成27年の各１人となっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

・平成28年に、本県でメンタルヘルスの介入が必要と考えられた妊産婦数は、171人と県内

分娩数の1.6％でした。その理由として、精神疾患が全体の５割以上を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▼産科・産婦人科医師、助産師及び分娩取扱機関等の状況 

・平成28年の厚生労働省の調査によると、本県の産科・産婦人科医師数は120人であり、出

産千人対比では12.1人で、全国平均（12.0人）を上回っています。 

・平成28年の厚生労働省の調査による本県の就業助産師数は323人であり、出生千人対比で

は32.6人で、全国平均（36.6人）を下回っていますが、近年は増加しています。 

・平成29年 11月現在、県内の分娩を取り扱っている医療機関数は、32施設（病院12、診療

所 18、助産所２）であり、市町単位では 11 市町で分娩取扱医療機関がありませんが、二

次医療圏単位では全ての医療圏に確保されています。 

 

〔産科・産婦人科医師数の推移（医師・歯科医師・薬剤師調査、各 12月 31日現在、単位：人）〕 

年 次 
医師数 人口10万人対 出生千人対 

全 国 愛媛県 全 国 愛媛県 全 国 愛媛県 

Ｈ16 10,594 118 8.3 8.0 9.5 9.8 

Ｈ18 10,074 119 7.9 8.2 9.2 10.1 

Ｈ20 10,900 127 8.6 8.9 10.0 11.0 

Ｈ22 11,161 132 8.7 9.2 10.4 11.6 

Ｈ24 11,439 125 9.0 8.8 11.0 11.2 

Ｈ26 11,590 124 9.1 8.9 11.5 11.9 

Ｈ28 11,763 120 9.3 8.8 12.0 12.1 

 

（平成29年度愛媛県周産期医療関係調査）

171 10,571 1.6

愛媛県におけるメンタルヘルスの介入が必
要と考えられた妊産婦数(平成28年)

メンタルヘルス
の介入が必要
と考えられた妊
産婦数（人）

分娩数
（件）

医療施設ごと

の分娩数に占

める割合（％）

（単位：人、出産10万対比）

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 1 0

愛媛県 - - - 8.4 - - 8.6 - - - 9.6 -

全　国 5.7 4.8 3.1 3.5 4.8 4.1 3.8 4.0 3.4 2.7 3.8 3.4

妊産婦死亡数及び妊産婦死亡率の推移

妊産婦死亡数

妊産婦
死亡率

メンタルヘルスの介入が必要と考えられた理由（理由の重複有）

件数（件） 割合（％） 件数（件） 割合（％）
精神疾患 90 52.6 459 29.6
　　うち服薬あり 48 28.1 276 17.8
精神疾患の既往 45 26.3 394 25.4
抑うつ・精神不安の疑い 34 19.9 595 38.4
他の身体的問題による 16 9.4 251 16.2

*1　出典：厚生労働省科学研究「妊婦健康診査および妊娠届を活用したハイリスク妊産
婦の把握と効果的な保健指導のあり方に関する研究」（平成28年）

（アンケートで集計された分娩数38,895件のうち、メンタルヘルス介入が必要と考えられ
た妊婦は1,551名（4％）であった。）

愛媛県 （参考）全国　*1
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〔産科医療機関の市町別施設数（Ｈ29.11現在）〕 

二次医療圏 市 町 

分娩(妊婦健診含む)を行って 

いる施設 

妊婦健診のみを実施している 

施設 

病 院 診療所 計 病 院 診療所 計 

宇摩 四国中央市 1  1 １ １ ２ 

新居浜 

西 条 

新居浜市 3 ２ ５  1 １ 

西条市 １ １ ２    

今治 今治市 2 １ ３  1 1 

松山 

松山市 3 ７ 1０  ７ ７ 

東温市 1 １ ２    

伊予市     1 1 

八幡浜 

大 洲 

大洲市  2 2    

八幡浜市  1 １    

西予市    １  １ 

宇和島 
宇和島市 1 ３ ４    

愛南町     １ １ 

計 1２ １８ ３０ ２ 1２ 1４ 

助産所 ２ヶ所（松山市１、四国中央市1）  

分娩のできる医療機関がない市町（１１） 

伊予市、西予市、上島町、久万高原町、松前町、砥部町、内子町、伊方町、松野町、 

鬼北町、愛南町 

 

▼周産期医療体制の整備状況 

○ＮＩＣＵ 

・高度な周産期医療を提供するために必要なＮＩＣＵ（新生児集中治療室）は、平成 29

年４月現在、県内に48床が整備されており、うち33床が診療報酬加算対象の病床にな

っています。 

・厚生労働省の周産期医療体制整備指針において都道府県単位の整備目標とされているＮ

ＩＣＵの病床数は、出生１万人対25床から30床ですが、本県のＮＩＣＵ病床数48床は、

出生１万人対では48床（診療報酬加算対象は33床）となり、数値上は整備目標の水準

を満たしていますが、稼働率等現実の状況を踏まえ、より安定した運営のために今後更

なる充実が必要です。 

 

〔周産期母子医療センターの病床整備状況〕               （単位：床） 

 
新生児集中治療室 

（ＮＩＣＵ） 

母体･胎児集中治療室 

（ＭＦＩＣＵ） 

新生児後方病床 

（ＧＣＵ等） 

総合 県立中央病院 １５ ９ ３０ 

地域 

愛媛大学医学部附属病院 １２  １１ 

松山赤十字病院 ６  ４ 

市立宇和島病院 ６   

県立今治病院 ３  ６ 

県立新居浜病院 ６  ４ 

合 計 ４８ ９ ５５ 

（平成29年度愛媛県周産期医療関係調査）   
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○総合周産期母子医療センター 

・ハイリスク妊産婦及び病的新生児に高度な周産期医療を提供するとともに、地域周産期

母子医療センター及びその他の地域周産期医療関連施設からの緊急搬送を受け入れ、周

産期医療体制の中核となる機能を担うため、県立中央病院を総合周産期母子医療センタ

ーに指定しています。 

・現在、総合周産期母子医療センターにはＮＩＣＵが15床、ＧＣＵ（ＮＩＣＵに併設され

た回復期治療室）が30床あり、病的新生児の医療に専従する医師を配置するほか、麻酔

科医、看護師を配置して、24時間体制で集中治療を行っています。 

・ＭＦＩＣＵ（母体・胎児集中治療室）は９床あり、産科医や麻酔科医、助産師・看護師

を配置して、24時間体制でハイリスク妊産婦の管理・分娩を行っています。 

・退院調整、在宅移行等を支援するＮＩＣＵ入院児支援コーディネーターや不安を抱える

母親と家族の精神的ケア等を行う臨床心理技術者を配置しています。 

・県立中央病院には、救命救急センターが設置されており、産科合併症以外の合併症を有

する母体にも対応しています。 

 

○地域周産期母子医療センター 

・総合周産期母子医療センター及びその他の地域周産期医療関連施設との協力・連携のも

と、地域における高度な周産期医療を提供するため、愛媛大学医学部附属病院、松山赤

十字病院、市立宇和島病院、県立今治病院及び県立新居浜病院を地域周産期母子医療セ

ンターとして認定しており、いずれの病院もハイリスク妊産婦、早産児及び低出生体重

児等の病的新生児を受け入れています。 

 

○周産期緊急搬送体制 

・母体の緊急搬送については、総合周産期母子医療センターが約５割、５か所の地域周産

期母子医療センターが約５割、病的新生児の緊急搬送では、総合周産期母子医療センタ

ーが約２割、地域周産期医療センターが約８割を受け入れています。 

・総合周産期母子医療センターには、平成17年 10月に新生児搬送用救急車「あいあい号」

が配備され、医師、看護師が同乗し医療機関まで出迎える緊急搬送のほか、状態が改善

した新生児の搬送元への戻し搬送等に対応しています。平成 28 年度は、61 件出動し、

東予17件、中予32件、南予９件、県外３件と県下全域にわたって新生児の緊急搬送等

を実施しています。 
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○愛媛県周産期医療協議会 

・県周産期医療協議会では、本県の総合的な周産期医療体制の整備を図るため、周産期医

療に関する調査・分析、問題点の把握及び対策の検討を行い、周産期医療体制の整備、

運営について県に提言を行っています。 

 

③圏域の設定 

本県の周産期医療の現状を踏まえ、圏域ごとに高度な周産期医療の提供を可能とすること

を基本とし、各圏域における周産期母子医療センターの設置状況や分娩状況、交通事情等を

考慮し、分娩取扱医療機関数や医師数が比較的少ない宇摩圏を新居浜・西条圏と、八幡浜・

大洲圏を松山圏と一体化させ、４圏域とします。ただし、地理的状況や病態の状況等により、

妊産婦や新生児の搬送先である周産期母子医療センターでの受入れが不可能な際は、適宜医

療圏域間における連携体制により、最適な周産期医療の提供を図ります。 

 

周産期 

医療圏 
二次医療圏 分娩数 

分娩取扱医療機関数 周産期母子医療

センター設置数 

分娩取扱医療

機関医師数 病院 診療所 

宇摩、新居

浜・西条 

宇摩 376 1 0 0  4  

新居浜・西条 1,916 4 3 1 18 

今治 今治 1,192 2 1 1 9 

松山、八幡

浜・大洲 

松山 5,347 4 8 3 63 

八幡浜・大洲 816 0 3 0 7 

宇和島 宇和島 927 1 3 1 10 

 

 

 

 

　母体及び病的新生児の緊急搬送受入状況（平成28年）

県立中央
病院

愛媛大学
医学部
附属病院

松山赤十字
病院

市立宇和島
病院

県立新居浜
病院

県立今治
病院

265件 42件 95件 13件 54件 50件 13件 ― 532件

45件 33件 25件 23件 69件 70件 4件 ― 269件

310件 75件 120件 36件 123件 120件 17件 ― 801件

38.7% 9.4% 15.0% 4.5% 15.4% 15.0% 2.1% ― 100%

合　計

病的新生児

母　体

割　合

区　　　分

総合

地域周産期母子医療センター

その他の
病院

診療所 合　計
（平成18年3月認定） （平成23年3月認定）
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④必要となる医療機能、課題及び対策 

周産期医療の提供体制は、「正常分娩」「地域周産期母子医療センター」「総合周産期母子医

療センター」「療養・療育支援」の４つに区分されます。 

それぞれにおいて、求められる役割や医療機能があり、それを担う医療機関の連携により、

対応する分娩のリスクに応じた医療が提供される体制の構築が求められており、これらを総

合して、安心して産み育てられる周産期医療体制の整備を目標とします。 

ここでは、それぞれの体制において必要となる医療機能、課題及び対策について記載して

います。なお、周産期医療の医療連携体制のイメージについては、Ｐ.237をご参照ください。 

また、安心して産み育てられる体制整備は、少子化対策の前提として必要不可欠であり、

市町における子育て世代包括支援センター設置へ向けた支援や福祉分野等関係機関との連携

を図りながら、推進する必要があります。 

 

▼正常分娩等を扱う機能（日常の生活・保健指導及び新生児の医療の相談を含む。） 

〔正常分娩〕 

○目的 

・安心して産み育てられる周産期医療体制を構築します。 

 

○現状 

・出生数が減少する中、総合周産期母子医療センター、地域周産期母子医療センター、

地域における周産期医療関連病院、診療所及び助産所相互の機能分担と連携により、

周産期医療の提供が可能な状況にあります。 

・県下における乳児死亡率等母子保健指標は上位の水準にありますが、周産期医療体制

の維持・強化のため、災害時を含め、関係機関との更なる連携が必要です。 

 

○課題・求められる機能 

・合併症や帝王切開術その他の手術への適切な対応を行うため、また、妊産婦のメンタ

ルヘルス対応の体制整備のほか、緊急搬送時や災害時における妊産婦・新生児等に適

切に対応するため、地域周産期母子医療センター及びそれに準ずる施設等他の医療機

関との連携体制の構築が必要です。 

 

○対策 

・緊急搬送における迅速な情報交換に対応するため、医療従事者への効果的な症例検討

会の開催や研修等を実施するとともに、地域周産期母子医療センター等他の医療機関

相互の連絡体制の充実や消防機関との連携強化等に努めます。 

・災害時においても適切な周産期医療機能が確保できるよう、関係機関との連携体制の

構築に努めます。 

・妊産婦へのメンタルヘルスへの対応のため、精神科等との連携体制の構築に努めます。 
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▼周産期に係る比較的高度な医療行為を行うことができる機能 

〔地域周産期母子医療センター〕 

○目的 

・安心して産み育てられる周産期医療体制を構築します。 

 

○現状 

・総合周産期母子医療センター及びその他の地域周産期医療関連施設との協力・連携の

もと、地域における高度な周産期医療を提供するため、愛媛大学医学部附属病院、松

山赤十字病院、市立宇和島病院、県立今治病院及び県立新居浜病院の５病院を、地域

周産期母子医療センターとして認定しています。 

・県下における乳児死亡率等母子保健指標は上位の水準にありますが、周産期医療体制

の維持・強化のため、災害時を含め、関係機関との更なる連携が必要です。 

 

○課題・求められる機能 

・妊産婦のメンタルヘルス対応の体制整備のほか、周産期に係る比較的高度な医療行為を

実施し、24 時間体制での周産期救急医療（緊急帝王切開術、その他の緊急手術を含む。）

への対応や災害時における妊産婦・新生児等に適切に対応するため、他の医療機関との

連携体制の構築が必要です。 

 

○対策 

・質の高い医療を提供するための体制の維持・整備に努めます。 

・緊急搬送における迅速な情報交換に対応するため、医療従事者への効果的な症例検討会

の開催や研修等を実施するとともに、医療機関相互の連絡体制の充実や消防機関との連

携強化等に努めます。 

・災害時においても適切な周産期医療機能が確保できるよう、関係機関との連携体制の構

築に努めます。 

・妊産婦へのメンタルヘルスへの対応のため、精神科等との連携体制の構築に努めます。 

 

▼母体又は児におけるリスクの高い妊娠に対する医療及び高度な新生児医療等の周産期医療

を行うことができる機能 

〔総合周産期母子医療センター〕 

○目的 

・安心して産み育てられる周産期医療体制を構築します。 

 

○現状 

・ハイリスク妊産婦及び病的新生児に高度な周産期医療を提供するとともに、地域周産

期母子医療センター及びその他の地域周産期医療関連施設からの緊急搬送を受け入

れ、周産期医療体制の中核となる機能を担うため、県立中央病院を総合周産期母子医

療センターに指定しています。 

・県下における乳児死亡率等母子保健指標は上位の水準にありますが、周産期医療体制
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の維持・強化のため、災害時を含め、関係機関との更なる連携が必要です。  

 

○課題・求められる機能 

・リスクの高い妊娠に対する医療、高度な新生児医療等を行うことができるとともに、

産科合併症以外の合併症を有する母体への対応のほか、東日本大震災等における災害

時の小児・周産期医療の連携体制の課題から、医療・保健・行政が連動できるような

災害対策ネットワークの構築が必要です。 

 

○対策 

・質の高い医療を提供するための体制の維持・整備に努めます。 

・総合周産期母子医療センターでは、県下全域からハイリスク妊産婦及び病的新生児を集

中して受け入れ、本県の高度周産期医療を支えており、今後もその機能を発揮するため、

地域周産期母子医療センターとの連携体制の強化を図ります。 

・緊急搬送における迅速な情報交換に対応するため、医療従事者への効果的な症例検討

会の開催や研修等を実施するとともに、医療機関相互の連絡体制の充実や消防機関と

の連携強化等に努めます。 

・精神疾患等を合併する妊産婦への対応可能な体制整備の構築に努めます。 

・災害時における適切な周産期医療機能の確保のため、災害時の情報システム等を活用し

た連携体制の検討や災害時小児周産期リエゾンの養成等を含め、関係機関との連携体制

の構築に努めます。 

 

▼周産期医療関連施設を退院した障がい児等が生活の場(施設を含む。)で療養・療育できる

よう支援する機能 

〔療養・療育支援〕 

○目的 

・安心して産み育てられる周産期医療体制を構築します。 

 

○現状 

・総合周産期母子医療センターにおいて、退院調整、在宅移行等を支援するＮＩＣＵ入

院児支援コーディネーターや不安を抱える母親と家族の精神的ケア等を行う臨床心

理技術者を配置しています。 

 

○課題・求められる機能 

・周産期医療関連施設を退院した障がい児等が生活の場（施設を含む。）で療養・療育

できる体制の提供が必要です。（地域の保健・福祉との連携等） 

 

○対策 

・重篤な状態を脱し比較的落ち着いた児の受入先として、地域の医療機関との連携強化を

図るとともに、退院可能な児が在宅で療養できるよう支援体制の整備に努めます。 

・児の急変時に備え、救急対応可能な病院等との連携を図ります。 
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・地域又は総合周産期母子医療センター等の周産期医療関連施設等と連携し、療養・療育

が必要な児の情報（診療情報や治療計画等）の共有に努めます。 

 

⑤数値目標 

指  標 
平成 28年データ 

目標の設定 目標値 年次・出典 
全国 県 

新生児死亡率 0.9 0.2 

直近 5 年間の

国・県の平均値

のうち低い方

の値未満 

0.9 
平成 28年 

人口動態統計 

周産期死亡率 3.6 3.1    〃    3.6 
平成 28年 

人口動態統計 

妊産婦死亡率 3.4 0.0    〃    1.9 
平成 28年 

人口動態統計 

死産率 21.0 24.1    〃    22.4 
平成 28年 

人口動態統計 

・各年により率の変動がみられる傾向があることから、直近５年間(平成24年～28年)の国・県の平均値のうち低い方の値を目標値
として設定し、この数値未満を目標とする。 
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療養・療育支援 

愛媛県周産期医療体制 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
  
 
 
 
 
 
 

極めて高度な医療を要する妊婦・新生児 
 
 

 

 

 

 

 

 

（東予） 

県立今治病院 

県立新居浜病院 

（中予） 

愛媛大学医学部附属病院 

松山赤十字病院 

（南予） 

市立宇和島病院 

機能 

・産科及び小児科（新生児診療を担当）

等を備え、周産期に係る高度な医療

を提供する。 

・地域における周産期医療関連施設と

の連携を図る。 

地域周産期母子医療センター 

地域の周産期医療関連施設（病院、診療所、助産所） 

 

 

構成委員：（学識経験者）愛媛大学医学部 

（医療関係者）産婦人科医会、小児科医会、周産期中核病院、看護協会、

助産師会 

（行政関係者）消防本部、保健所長会、市町、療育機関 

・地域の実情に応じた周産期医療体制（総合周産期母子医療センター、地域周産期

母子医療センター及び搬送体制）の整備に関すること。 

・周産期医療情報システムに関すること。 

・周産期医療関係者の研修に関すること。 

・周産期医療体制整備についての調査に関すること。 

・その他周産期医療体制の整備に関し必要と認める事項に関すること。 

愛 

媛 

県 

提言 

連携 

愛媛県周産期医療協議会 

［県立中央病院］ 

機能 

・母体・胎児集中治療管理室及び新生児集中治療管理室を

有し､合併症妊娠、重症妊娠高血圧症候群等リスクの高

い妊婦、出生体重 1,500ｇ未満等のハイリスク新生児

等に対して、極めて高度な周産期医療を提供する。また、

必要に応じて関係診療科や他施設との連携を図る。 

・地域の分娩機関からの搬送を受入れるとともに、周産 

 期医療体制の中核として県内の医療関連施設との連携

を図る。 

・周産期医療に関する情報を収集・提供する。 

・周産期医療に関わる関係者の研修を行う。 

総合周産期母子医療センター 

情
報
提
供 

情
報
収
集 

新生児搬送用救急

車 

(あいあい号) 

 三角搬送 
(NICU 
満床時等) 

搬
送
・ 
紹
介 

高度な医

療を要す

る妊産婦 

・新生児 

 

連

携 

二次医療圏 

助産所 診療所 病院 

二次医療圏 

診療所 診療所 病院 

ローリスクの分娩 

二次医療圏 

診療所 病院 病院 

ローリスクの分娩 ローリスクの分娩 

連携 

 

搬送・紹介 

情報提供 

比較的高

度な医療

を要する

妊産婦 

・新生児 

 

連

携 

搬
送 
・ 
紹
介 

別 表 

退院した障がい児等への支援 

療養・療育支援 
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分娩を取り扱っている病院・診療所の状況 

平成２９年１０月現在 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 数字は病院数、( )数字は診療所数 

※ ○は地域周産期母子医療センターのある市町 

※ ＿は地域周産期母子医療センター 

※ 県立中央病院は総合周産期母子医療センター 

※ 分娩のできる医療機関がない市町：１１ 

 伊予市、西予市、上島町、久万高原町、松前町、砥部町、内子町、伊方町、松野町、 

鬼北町、愛南町 

  

0(2) 

1(0) 

  

3(2) 

1(1) 

 

2(1) 

3(7) 

  
1(1) 

  

 

  

1(3) 

 

県立中央病院（産･小･新） 

松山赤十字病院（産･小） 

NTT 西日本病院（産･小） 
  

  

  

  

  

  

 

県立今治病院（産･小） 

きら病院（産） 

0(1) 

市立宇和島病院（産･小） 

 

四国中央病院（産･小） 

 

愛大附属病院（産･小） 

 

西条中央病院（産･小） 

 
県立新居浜病院（産･小） 

十全総合病院（産･小） 

愛媛労災病院（産･小） 



機能

1 再掲

18 再掲
2 再掲

出生率 ↑
関連データ 検討会・研修会の開催状況 → 合計特殊出生率 ↑

低出生体重児出生率 ↓
3 再掲 分娩数（帝王切開件数を含む。） ↑

正常分娩数 ↑

4 再掲

精神科等との連携体制の状況 ↑

5 再掲

新生児搬送用救急車の整備状況 →

6 再掲 22

新生児死亡率 ↓
他の医療機関からの搬送受入状況 → 周産期死亡率 ↓

妊産婦死亡率 ↓
死産率 ↓

19 再掲

7 再掲 出生率 ↑
合計特殊出生率 ↑

関連データ 検討会・研修会の開催状況 → 低出生体重児出生率 ↓
分娩数（帝王切開件数を含む。） ↑

8 再掲 ＮＩＣＵ入室児数 ↓

精神科等との連携体制の状況 ↑

9 再掲

10 再掲

新生児搬送用救急車の整備状況 →

11 再掲

他の医療機関からの搬送受入状況 →
20 再掲

出生率 ↑
合計特殊出生率 ↑

12 再掲 低出生体重児出生率 ↓
分娩数（帝王切開件数を含む。） ↑

関連データ 検討会・研修会の開催状況 → ＮＩＣＵ入室児数 ↓

13 再掲

他の医療機関からの紹介状況 ↑
精神科等との連携体制の状況 ↑

14 再掲

15 再掲

21 再掲
16 再掲

小児在宅人工呼吸指導管理料算定回数↑
障害児入所施設在所者数 ↑

17 再掲

↑

↑災害時小児周産期リエゾン研修受講
者数

→ＭＦＩＣＵ，ＮＩＣＵ、ＧＣＵの病
床数

↑メンタルヘルスが必要な妊産婦の把
握状況

↑周産期救急情報システム(大規模災
害対策情報システム)への登録状況

関連データ

災害時の周産期医療体制維持のための体制
整備

↑産後訪問指導を受けた割合↑周産期救急情報システム(大規模災
害対策情報システム)への登録状況

関連データ

（最終）目的施策効果施策

オープンシステム・セミオープンシ
ステムへの参加状況

→

→リスクの低い帝王切開術に対応する
ための連携状況

療
養
・
療
育
支
援

退院可能な小児が在宅で療養できるよう支
援体制の整備

周産期医療関連施設を退院した障がい児等
が生活の場で療養・療育できる体制の提供児の急変時の救急対応可能な病院等との連

携
関連データ

周産期医療関連施設等と連携し、療養・療
育が必要な児の情報（診療情報や治療計画

↑ＮＩＣＵ入院児支援コーディネー
ター数

関連データ

↑救急対応可能な病院等との事前の連
携状況

関連データ

↑他の医療機関との診療情報や治療計
画の共有の状況

関連データ

リスクの高い妊婦に対する医療、高度な新
生児医療等を行う、産科合併症以外の合併
症を有する母体への対応

関連データ医療従事者への効果的な症例検討会の開催
や研修等の実施

精神疾患を合併する妊産婦への対応可能な
体制整備

関連データ

関連データ

他の医療施設との合同症例検討会の
開催

↑

↑他の医療機関との医療機器共同利用
状況

総
合
周
産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ
ー

質の高い医療を提供するための体制の維持

関連データ

地域周産期母子医療センターその他の地域
周産期医療関連施設等との連携体制の強化

災害時の周産期医療体制維持のための体制
整備

関連データ
周産期救急情報システム(大規模災
害対策情報システム)への登録状況

地
域
周
産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ
ー

関連データ

関連データ

医療従事者への効果的な症例検討会の開催
や研修等の実施

ＭＦＩＣＵ，ＮＩＣＵ、ＧＣＵの病
床数

地域周産期医療関連施設等からの救急搬送
や総合周産期母子医療センターその他の地
域周産期医療関連施設等との連携

他の医療施設との合同症例検討会の
開催

他の医療機関との医療機器共同利用
状況

安心して産み育てられる周産期医療体制の構築

関連データ

周産期に係る比較的高度な医療行為の実
施、24時間体制での周産期救急医療（緊急

↑

↑
関連データ

周産期医療

関連データ

妊産婦のメンタルヘルスへの対応

正
常
分
娩

地域周産期母子医療センター等他の医療機
関や消防機関との連絡体制の充実、連携強

関連データ

合併症や、帝王切開術その他の手術への適
切な対応医療従事者への効果的な症例検討会の開催

や研修等の実施

災害時の周産期医療体制維持のための体制
整備

妊産婦のメンタルヘルスへの対応

関連データ

質の高い医療を提供するための体制の維持

関連データ

↑メンタルヘルスが必要な妊産婦の把
握状況

→
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体系図
番号

データ名（出典） 全国 県 宇摩
新居浜
・西条

今治 松山
八幡浜
・大洲

宇和島 時点

1
リスクの低い帝王切開術対応のための連
携医療施設数

今後、県調査実施予定

1
オープンシステム・セミオープンシステ
ム実施施設数

今後、県調査実施予定

2、7、
12

症例検討会・研修会の開催回数 今後、県調査実施予定

3、9、
14

周産期救急情報システム（大規模災害対
策情報システム）登録数

今後、県調査実施予定

4、8 メンタルヘルスが必要な妊産婦数 今後、県調査実施予定

4、8、
13

精神科等との連携医療機関数 今後、県調査実施予定

ＮＩＣＵを有する病院数（人口10万人あ
たり）（医療施設調査（静態調査））

0.3 0.4 - 0.4 0.6 0.5 - -

ＮＩＣＵを有する病床数（人口10万人あ
たり）（医療施設調査（静態調査））

2.4 3.0 - 2.6 1.8 5.1 - -

ＭＦＩＣＵを有する病院数（人口10万人
あたり）（医療施設調査（静態調査））

0.1 0.1 - - - 0.2 - -

ＭＦＩＣＵを有する病床数（人口10万人
あたり）（医療施設調査（静態調査））

0.6 0.6 - - - 1.4 - -

ＧＣＵを有する病院数（人口10万人あた
り）（医療施設調査（静態調査））

0.2 0.3 - - 0.6 0.5 - -

ＧＣＵを有する病床数（人口10万人あた
り）（医療施設調査（静態調査））

3.1 3.7 - - 3.6 6.9 - -

5、10 新生児搬送用救急車両数 今後、県調査実施予定

6、11
他の医療機関からの周産期緊急搬送受入
数

今後、県調査実施予定

6、11
他の医療機関との医療機器共同利用実施
施設数

今後、県調査実施予定

6、11
他の医療機関との合同症例検討会実施施
設数

今後、県調査実施予定

13
精神疾患を合併する妊産婦の他の医療機
関からの紹介数

今後、県調査実施予定

14 災害時小児周産期リエゾン研修受講者数 今後、県調査実施予定

15 ＮＩＣＵ入院児支援コーディネーター数 今後、県調査実施予定

16 緊急時の連携医療機関数 今後、県調査実施予定

17
診療・治療計画を情報共有している周産
期医療機関数

今後、県調査実施予定

18、
19、20

出生率（人口千対）（人口動態調査） 7.8 7.3 H28年

18、
19、20

合計特殊出生率（人口動態調査） 1.44 1.54 H28年

18、
19、20

低出生体重児出生率（人口動態調査） 9.4 8.6 H28年

分娩数　病院（帝王切開件数を含む。
（人口10万人当たり））（医療施設調査
（静態調査））

36.6 30.3

分娩数　一般診療所（帝王切開件数を含
む。（人口10万人あたり））（医療施設
調査（静態調査））

30.5 43.4

18
正常分娩数（医療施設調査（静態調
査））

68,419 830 32 141 107 403 76 71 Ｈ26年

産後訪問指導を受けた割合　新生児（未
熟児を除く）（％）(地域保健・健康増
進事業報告)

256.5 149.1

産後訪問指導を受けた割合　未熟児
（％）(地域保健・健康増進事業報告)

53.0 66.5

19、20
ＮＩＣＵ入室児数（人口10万人あたり）
（医療施設調査（静態調査））

54.2 73.0 - 2.5 55.9 139.9 - - Ｈ26年

21
在宅人工呼吸指導管理料算定回数(15歳
未満)（社会医療診療行為別統計）

2,745 - H28年

障害児入所施設在所者数　医療型(社会
福祉施設等調査)

8,156 127

障害児入所施設在所者数　福祉型(社会
福祉施設等調査)

6,865 76

22
新生児死亡率（出生千対）（人口動態調
査）

0.9 0.2 Ｈ28年

22
周産期死亡率（出産千対）（人口動態調
査）

3.6 3.1 Ｈ28年

22
妊産婦死亡率（出産10万対）（人口動態
調査）

3.4 0.0 Ｈ28年

22 死産率（出産千対）（人口動態調査） 21.0 24.1 Ｈ28年

（厚生労働省が提供する医療計画作成支援データブック、その他国統計調査及び県調査により把握したデータ）
注）ＮＤＢに基づくデータは、一定数以下のものを「*」と表示している。ただし、集計値が0の場合は「0」と表示する。
　　〔一定数〕➣レセプト枚数及び算定件数：10未満　　➣医療機関数：３未満

周産期医療関連データ一覧

H28年21

5、10

5、10

5、10

18 Ｈ27年

Ｈ26年
18、
19、20

Ｈ26年

Ｈ26年

Ｈ26年
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